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はじめに 

 

 国民健康保険制度は、国民皆保険制度の基盤として地域住民の医療受診機会の確保およ

び健康の保持・増進に大きく貢献してきました。 

 しかしながら、公的医療保険の中で国民健康保険は、加入者の年齢層が高く医療費水準

が高い、所得水準が低いなど、保険者の運営努力だけでは解決できない“構造的な問題”を

抱えていることに加え、高齢化の進展や高度な医療の普及に伴う医療費の増加などにより

その運営は全国的に年々厳しさを増しています。 

本計画は、このような状況を踏まえながら、岩美町国民健康保険事業の健全な運営を確

保し、被保険者の健康の保持・増進を図るとともに、必要な保険給付を行うため、平成 31

年度における運営の基本方針と主な取り組みについて定めるものです。 
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第 1 章 国民健康保険事業運営(特別会計)の現状と課題 
 

１ 国民健康保険事業運営の状況 

（１）被保険者・世帯数 

本町における国民健康保険の加入状況（平成 30 年 9 月末現在）は、1,743 世帯、2,864 人

で、町の人口（11,676 人）の 24.5％を占めていますが、被保険者数は年々減少しています。ま

た、保険税の軽減対象世帯数の割合も増加傾向にあります。 

 H26 H27 H28 H29 H30 

世帯数（世帯） 1,909 1,894 1,840 1,766 1,743 

被
保
険
者
数
（
人
） 

0 歳～39 歳 714 645 609 561 503 

40 歳～59 歳 639 598 566 500 479 

60 歳～74 歳 1,927 1,967 1,931 1,889 1,882 

合計 3,280 3,210 3,106 2,950 2,864 

軽減世帯数（世帯） 1,224 1,254 1,238 1,206 1,187 

全世帯に対する割合(%) 64.1 66.2 67.3 68.3 68.1 

    【国民健康保険実態調査・基盤安定事業計画より】 

（２）国民健康保険税の収納状況 

本町における、国民健康保険税の収納状況は以下のとおりです。世帯数・被保険者数の減少

に伴い、現年分の調定額・収納額は年々減少しています。 

  調定額（円） 収納額（円） 収納率（％） 

H26 現年分 287,106,000 269,886,758 94.00 

滞納分 99,858,058 17,772,739 17.80 

H27 現年分 270,654,800 252,861,985 93.43 

滞納分 96,367,561 14,936,095 15.50 

H28 現年分 260,541,200 240,985,322 92.49 

滞納分 94,844,163 19,073,888 20.11 

H29 

 

現年分 243,566,400 228,962,048 94.00 

滞納分 91,797,653 14,622,054 15.93 

H30 

（見込） 

現年分 236,045,600 224,591,337 95.15 

滞納分 82,204,837 15,101,260 18.37 

【税務課資料】     
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（３）医療給付費 

   歳出における医療費については、以下のとおりとなっています。保険給付費総額は医療の高

度化等に伴い増加傾向にあり、1 人当たりの保険給付費も年々増加しています。これらの現状

に対し、レセプト点検や保健事業の実施等により歳出の抑制を図っていますが、依然運営は厳

しい状況にあります。 

 

H27 H28 H29 
H28→H29 

伸び率 

1 人当たり診療費

（円） 

311,045  

（293,792） 

311,275  

（298,471） 

357,437  

（307,379） 

114.83％  

(102.98％) 

 一般被保険者 309,616  

（293,208） 

312,353  

（298,427） 

355,946  

（307,137） 

113.96％  

(102.92％) 

退職被保険者 328,136  

（303,036） 

293,427  

（299,495） 

401,977  

（317,193） 

136.99％  

(105.91％) 

1 件当たりの日数

（日） 

2.02  

（2.03） 

1.98  

（2.00） 

2.09  

（1.98） 

105.59％  

(99.30％) 

 一般被保険者 2.04  

（2.04） 

1.99  

（2.00） 

2.09  

（1.99） 

105.17％  

(99.14％) 

退職被保険者 1.80  

（1.90） 

1.81  

（1.86） 

2.03  

（1.87） 

112.20％  

(100.57％) 

1 日当たりの診療費

（円） 

16,107  

（13,737） 

16,214  

（14,101） 

17,115  

（14,391） 

105.56％  

(102.06％) 

 一般被保険者 16,107  

（13,703） 

16,145  

（14,084） 

17,037  

（14,383） 

105.53％  

(102.12％) 

退職被保険者 18,584  

（14,273） 

17,534  

（14,500） 

19,500  

（14,724） 

111.21％  

(101.55％) 

（ ）内は鳥取県平均値                            【国民健康保険事業年報より】     

   平成 29 年度は 28 年度に比べ大幅な伸びとなりました。また県平均と比べても岩美町は医療

費が高くなっていることが分かります。医療の高度化により医療費増加傾向は続くことが予想

されますが、国民健康保険事業の健全な運営のためには、より一層医療費の抑制に努めなけれ

ばなりません。 
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（４）国民健康保険事業特別会計の決算状況 

（円）    

【歳入】 H27 H28 H29 

国民健康保険税 267,798,080 260,059,210 243,584,102 

使用料及び手数料 90,700 95,200 74,500 

国庫支出金 354,339,446 413,214,544 369,529,565 

県支出金 71,637,808 78,022,334 67,592,188 

療養給付費交付金 89,644,000 55,729,055 49,874,000 

前期高齢者交付金 355,188,117 375,782,754 490,634,015 

共同事業交付金 351,709,392 344,380,093 327,758,631 

財産収入 155,594 75,594 65,072 

寄附金 0  0 0 

繰入金 178,001,806 162,910,754 121,137,814 

繰越金 57,382,178 33,820,746 59,875,093 

諸収入 120,254 6,436,395 1,238,059 

合計 1,726,067,375 1,730,526,679 1,731,363,039 

    

【歳出】    

総務費 9,231,134 9,639,103 12,844,178 

保険給付費 998,612,295 977,546,638 1,046,628,940 

後期高齢者支援金等 176,664,072 165,248,672 165,427,445 

前期高齢者納付金等 122,026 119,245 602,800 

老人保健拠出金 7,372 5,792 3,686 

介護納付金 71,524,971 61,937,130 62,849,527 

共同事業拠出金 349,488,299 341,080,596  316,277,816 

保健事業費 24,790,507 23,315,416 25,111,238 

積立金 155,594 75,594 65,072 

公債費 0  0 0 

諸支出金 27,650,359 45,683,400 22,534,323 

予備費 0  0 0 

合計 1,658,246,629 1,624,651,586 1,652,345,025 
 

   

収支差額 67,820,746 105,875,093 79,018,014 
 

   

基金保有額（年度末） 148,346,876 129,422,470 155,487,542 
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２ 国民健康保険事業運営の課題 

   国保事業運営の対象となる被保険者数は減少傾向となっており、事業運営の要である国保税

の税収が伸びていません。逆に、被保険者数が減少していますが、１人あたりの医療費は増加

傾向にあることから、保険給付費は増加しています。医療費の状況は下表のとおりとなってお

り、循環器系疾患などの生活習慣病関連の疾患が多くを占めていることが医療費増加の主な要

因として考えられます。さらに、被保険者の高齢化が進んでいることは、医療費の増加に影響

を与えている要因の一つと考えられます。 

保健事業の拡充等により、更なる歳出抑制を行わなければ、本町国保事業の安定的な運営が

難しい状況となっています。 

 

 入院 外来 

男性 医療費（円） 割合 医療費 割合 

糖尿病 4,843,200 1.7% 35,501,340 12.5% 

高血圧症 12,100 0.0% 20,658,840 7.3% 

脂質異常症 0 0.0% 10,183,270 3.6% 

高尿酸血症 0 0.0% 625,670 0.2% 

脂肪肝 0 0.0% 237,010 0.1% 

動脈硬化 1,502,700 0.5% 871,600 0.3% 

 脳出血 5,830,550 2.0% 37,440 0.0% 

 脳梗塞 23,935,510 8.2% 1,958,330 0.7% 

 狭心症 716,320 0.2% 1,588,000 0.6% 

 心筋梗塞 132,980 0.0% 43,490 0.0% 

 がん 64,614,830 22.2% 36,219,660 12.8% 

 筋・骨格 17,110,410 5.9% 14,299,690 5.0% 

 精神 36,191,150 12.4% 12,940,420 4.6% 

 その他 136,143,060 46.8% 148,903,350 52.4% 

計 291,032,810 100.0% 284,068,110 100.0% 

     

女性         

糖尿病 3,037,370 1.1% 21,039,230 8.1% 

高血圧症 0 0.0% 20,120,810 7.8% 

脂質異常症 0 0.0% 10,925,900 4.2% 

高尿酸血症 0 0.0% 17,920 0.0% 

脂肪肝 68,640 0.0% 178,120 0.1% 

動脈硬化 0 0.0% 491,080 0.2% 

 脳出血 9,915,180 3.5% 48,130 0.0% 

 脳梗塞 6,630,480 2.4% 830,330 0.3% 

 狭心症 5,279,660 1.9% 890,400 0.3% 

 心筋梗塞 2,006,130 0.7% 0 0.0% 

 がん 72,508,900 25.8% 36,558,210 14.1% 

 筋・骨格 24,499,190 8.7% 30,807,080 11.9% 

 精神 33,468,980 11.9% 10,635,890 4.1% 

 その他 123,614,550 44.0% 126,871,160 48.9% 

計 281,029,080 100.0% 259,414,260 100.0% 

【国保データベース(H29)より】  
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第 2 章 国民健康保険事業運営の健全化に向けた基本的

な取り組み 

 

国保事業の現状を踏まえ、事業運営の健全化に向けて、取り組みの方向性や目標値を定

めた上で、効果的かつ効率的な事業の推進を図ります。 

 

１ 国民健康保険税の適正賦課と収納率の向上への取組 

（１）国民健康保険税の改定状況 

  平成３０年度から、都道府県が共同保険者となり、特に財政面で支援することになりました。 

 これに伴い、町は県に対して納付金を納める形になり、公費等を除いた部分を保険税として賦

課することになります。保険税の賦課については引き続き市町村が担うことになりますが、急激

な上昇を防ぐため、財政調整基金を活用しながら緩やかに引き上げるなどの手段を、県内市町村

の動向を見ながら検討してまいります。 

医療 所得割(%) 資産割(%) 均等割(円) 平等割(円) 1 人当たり調定額(円) 賦課限度額(円) 

H26 6.3 29.3 20,060 14,810 47,749 510,000 

H27 6.3 29.3 20,170 14,620 47,450 520,000 

H28 6.8 31.7 22,200 16,370 52,045 540,000 

H29 6.7 30.8 21,750 15,980 52,037 540,000 

H30 6.7 30.0 22,290 16,030 52,347 580,000 

後期 所得割(%) 資産割(%) 均等割(円) 平等割(円) 1 人当たり調定額(円) 賦課限度額(円) 

H26 3.2 15.5 9,960 7,610 23,608 160,000 

H27 3.2 15.5 10,040 7,480 23,576 170,000 

H28 2.5 11.5 8,190 6,210 19,219 190,000 

H29 2.6 11.5 8,400 6,270 20,077 190,000 

H30 2.8 13.1 9,230 6,720 21,558 190,000 

介護 所得割(%) 資産割(%) 均等割(円) 平等割(円) 1 人当たり調定額(円) 賦課限度額(円) 

H26 4.0 24.3 13,680 7,250 31,633 140,000 

H27 3.5 21.7 12,120 6,250 26,950 160,000 

H28 3.5 20.0 11,230 5,780 26,835 160,000 

H29 3.6 22.9 11,380 6,540 27,191 160,000 

H30 2.7 18.0 8,100 4,920 19,060 160,000 
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（２）国民健康保険税の収納率 

  収納率の向上や滞納額の縮減は、国保事業の運営、税負担の公平性確保の観点からも極めて重

要です。このため、以下の取り組みを実施し、収納率の向上を図ります。 

 ① 目標値を定めます。                       (%) 
 

H28 

(実績) 

H29 

(実績) 

H30 

(実績見込) 

H31 

(目標) 

現年分 92.49 94.00 95.15 95.00 

滞納分 20.11 15.93 18.26 20.00 

 

 ② 国民健康保険事業の運営は、一定の公費負担と国民健康保険税で賄うという基本原則に基

づき、必要な財源の適正な徴収に努めます。 

 ③ 口座振替納付の推進を図ります。                 (%) 
 

H28 

(実績) 

H29 

(実績) 

H30 

(実績見込) 

H31 

(目標) 

口座振替世帯数割合 44.51 45.12 45.39 47.00 

 

④ 滞納対策として、保険税の納付状況を確認したうえで短期被保険者証や被保険者資格証明

書を発行し、保険証の交付時には納税相談を行うなど、接触機会の確保に努めます。 

 
H28 H29 H30 

滞納世帯数（世帯） 234 246 257 

短期被保険者証発行世帯数（世帯） 115 111 116 

被保険者資格証明書発行世帯数（世帯） 0 0 0 

不能欠損 
件数（件） 4 9 － 

金額（円） 2,716,500 9,015,314 － 

 

 ⑤ 電話催告、文書催告書及び差押予告書等の発送により、納税を促します。再三にわたる催

告に応じない場合は、給与・預貯金等の財産を調査し差押を実施します。 
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２ 医療費適正化への取り組み 

（１）レセプト点検 

   レセプト（診療報酬明細書）点検は、直接的な財政効果をもたらすばかりでなく、その調査

結果から医療費の構造や実態を把握するための基礎資料となり、保健事業の具体的な取り組み

の検討資料としても活用できるなど、医療費適正化対策としても有効と考えていることから、

今後も継続して取り組んでいきます。 

（主な項目）・被保険者資格点検 ・請求内容点検 ・交通事故等第三者行為対象点検 

 

 

（２）第三者行為損害賠償求償 

第三者から受けた傷害の治療費は、健康保険で受診せず原則として加害者が負担すること

になっています。一時的に国民健康保険を利用して医療を受けた際は届出が必要となります

ので、その周知と適切な受療を促します。 

① 町広報誌やホームページでの周知により、事故にあった際の届出の徹底を図ります。 

② レセプト点検や療養費給付申請受付時に、給付発生原因を把握し、必要があれば届出を

促します。 

 

 

 

 

 

（３）被保険者資格管理の適正化 

社会保険等に加入した後も、国民健康保険で受診する事例が見受けられます。本来であれ

ば他の保険者が支払うべき保険給付費を本町が支払うこととなることから、資格喪失後の受

診ができるだけ少なくなるよう、資格取得の際や広報誌等で周知を図り、医療費適正化につ

なげていきます。 

 
H28 H29 H30 

レセプト点検効果額（円） 271,007 111,886 161,870 

 
H28 H29 H30 

件数（件） 3 2 1 

金額（円） 6,381,080 775,627 58,624 
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また、国民健康保険の被保険者のうち、厚生年金や共済年金を受給し加入期間が２０年以

上または４０歳以降１０年以上の者を「退職被保険者」といい、その保険給付費に対しては

拠出金が交付されることになっています。対象者のうち、退職被保険者の資格を適用できて

いない者が見受けられることから、適正に資格を適用し、国保財政の負担軽減を図るよう努

めてまいります。（平成２６年度末で制度は廃止となっていますが、それまでに該当となっ

ている者については遡及適用を行います。） 

 

（４）医療費通知 

岩美町においては、被保険者に医療費削減への意識を高めていただくことを目的として医

療費の通知を行っております。また平成 30 年 1 月診療分からは、支払金額も併せて通知す

ることになりました。医療費負担の仕組みや健康管理について理解を深めていただくために

も、継続して行っていきます。 

（通知内容）・医療費総額  ・受診年月 ・受診者名 ・医療機関等名称 

・入院通院の別 ・入院通院等の日数 ・支払金額 

（通知回数）年４回（１～３月、４～６月、７～９月、１０～１２月診療分） 

 

※H29 まで年 6 回 

 

 

（５）後発医薬品（ジェネリック医薬品）の利用促進 

新薬の特許期間終了後、厚生労働省の承認を得て製造・販売される後発医薬品（以下「ジ

ェネリック医薬品」という。）は、新薬と同様の効果が得られるものとして普及してきてお

り、薬品の価格を大幅に抑えることができます。医療費の軽減は、被保険者にとっても、保

険者である本町にとっても効果が大きいことから、積極的な利用促進の取り組みを行いま

す。 

  

 
H28 H29 H30（見込） 

件数（件） 8,898 11,763 9,305 

 
H28 H29 H30（見込） H31（目標） 

後発医薬品（件数）利用率（％） 52.8 58.1 63.0 65.0 

後発医薬品（薬剤料額）利用率（％） 34.3 37.3 40.0 45.0 
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① 被保険者証の交付の際、ジェネリック医薬品利用啓発のカード入れを配布します。 

② 服用中に先発医薬品をジェネリック医薬品に切り替えた場合、薬にかかる自己負担額が

どの程度軽減されるかを記載した「差額通知」を、鳥取県国民健康保険団体連合会へ作成

委託し、被保険者に通知することにより医療費削減を図ります。 

また、実際に切り替えたかどうか等の分析を行います。 

③ 広報誌やホームページでの周知を行います。。 

 

（６）重複多受診者等の状況及び対策 

レセプト確認により重複多受診及び重複服薬者の抽出を行い、面談を行うことで必要な以

上の医療や薬剤が提供されていないか確認を行い、医療費削減を図ります。 

 

 

 

  

 
H28 H29 H30（見込） 

抽出件数（件） 42 58 50 

面談件数（件） 0 5 3 
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３ 健康づくりへの取り組み 

被保険者の病気重症化の未然防止や医療費の低減化を図るため、岩美町国民健康保険

保健事業計画（平成２９年３月策定）、および岩美町特定健康診査実施計画（第 3 期）

等、町が定める各種計画に基づき、以下のとおり実施します。 

 

 

（１）特定健康診査・特定保健指導事業 

特定健康診査・特定保健指導の目的は、高血圧や高脂血症、糖尿病などに代表される生活

習慣病の発症を未然に防ぐために、メタボリックシンドロームの該当者や予備軍を見つけ出

し、その対象者に生活習慣の改善につながる指導を行うものです。 

この生活習慣病関連の疾患（脳卒中、高血圧、糖尿病という）は、国民医療費全体の３分

の１を占めています。特定健康診査・特定保健指導を実施することにより、この生活習慣病

の早期発見と予防を行い、医療費の削減につなげていきます。 

 
H27 H28 

 

H29 H30 

(見込) 

H31 

目標 

H35 

目標 

特定健康診査受診率(%) 40.3 

(31.0) 

35.4 

(31.5) 

41.2 

(32.2) 

45.0 

 

48.0 

 

60.0 

 

うち前年も受診(%) 65.1 75.3 64.1 － － － 

特定保健指導実施率(%) 40.4 

(27.4) 

43.7 

(29.0) 

81.0 

(32.2) 

40.0 

 

48.0 

 

60.0 

 

( )内は鳥取県数値          （岩美町国民健康保険保険事業計画・第 3 期岩美町特定健康診査等実施計画より） 

【保健事業費】 H28 H29 H30（見込） H31（予算） 

特定健康診査・保健指導 7,188,133 8,584,219 9,598,000 9,690,000 

人間ドック・ガン撲滅事業 5,020,875 5,286,126 4,708,000 8,227,000 

健康教育・相談、保健センター管理等 11,106,408 11,240,893 11,119,000 11,110,000 

合 計 23,315,416 25,111,238 25,425,000 29,027,000 
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① 被保険者のうち 40 歳以上を対象者として、特定健康診査を無料で実施します。その

際、対象者全員に受診券を配布し、特定健診の必要性を周知します。町広報誌やホームペ

ージ等を活用して、広報にも努めます。 

② 医療機関へ受診している方については、医療機関から特定健康診査受診項目のデータ提

出について協力をお願いします。 

③ 各地区において集団健診を実施し、地区健診終了時の未受診者に対しては鳥取県検診受

診勧奨センターと連携した取り組みを行い、電話や勧奨資材等で個別に受診を促します。 

④ 特定健康診査の検査値を確認した後、必要と判断される者に対して、特定保健指導を実

施します。医療機関への受診も勧めます。 

⑤ 特定健康診査の結果やレセプト等様々なデータについては、鳥取県国民健康保険団体連

合会や協会けんぽ鳥取支部とも協働して分析や検証を行い、保健事業の実効性を高めま

す。 

 

（２）人間ドック検診 

    人間ドック検診は、健康で活き活きと生活してもらうため、生活習慣病等の早期発見、早

期治療、重症化予防を図ることを目的として実施します。 

① 35～70 歳の町民を対象として実施します。（国民健康保険以外も含む。隔年受診：定員

250 名、経年受診：定員 30 名） 

② 受診の結果、必要と判断される者に対しては、生活習慣の改善指導や適切な医療の受診

を指導します。 

 

（３）がん検診 

がんの早期発見・治療を目的として、肺がん、胃がん、大腸がん、子宮がん、乳がん、肝

炎ウィルス検査を 40 歳以上（子宮がんは 20 歳以上）の町民を対象として無料で実施しま

す。（国民健康保険以外含む） 
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（４）胃がん・大腸がん撲滅事業 

胃がん・大腸がん撲滅事業は、町が実施するがん検診の結果、精密検査が必要と判断され

た方に健康診断の受診を勧めるもので、がんの早期発見治療を目的に行います。 

 

（５）糖尿病性腎症重症化予防事業（新規事業） 

近年、腎症の患者数・医療費が全国的に増加していることから、重症化を未然に防ぐ対策

を本年より開始します。レセプトデータから対象者を抽出し、医師の指導を仰ぎながら保健

指導を実施し、透析治療への移行者の数を減らしていきたいと思います。 

 

（６）その他保健事業 

岩美町においては、総合保健施設である「岩美すこやかセンター」内に、岩美町国民健康

保険岩美病院と、役場健康長寿課・福祉課があり、相互連携を図りながら健康教育や健康相

談等の事業を行っています。引き続き町民のための健康増進活動を実施します。 
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４ その他の取り組み 

（１）県との共同化の取り組み 

平成 30 年度以降の国民健康保険新制度においては、都道府県が財政運営の責任主体とし

て中心的な役割を担う一方、市町村は地域の身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険税

率の決定、賦課・徴収、保健事業等は引き続き担うこととされています。事務の分担や共同

化について、県や国民健康保険団体連合会・他市町村と協議を重ねながら実施しています。 

その一環として、被保険者証の有効期間の統一を平成３２年８月に予定しており、平成３

１年４月発行の被保険者証の有効期間は、平成３１年４月１日から平成３２年７月３１日ま

での１年４カ月間としています。 

 

（２）協会けんぽとの取り組み 

国民健康保険と協会けんぽの双方が抱える健康課題の解決のため、住民向けの健康診査の

案内の作成・配布や新聞折り込みを利用した周知など、連携協働して事業を実施します。 


